
５.離婚により、ひとり親となる保護者への支援について 

 

国の調査統計によると、2022 年の本県の離婚率は

1.68 と、全国平均 1.47 を上回り、全都道府県の中で

３番目の高さです。資料によると 2022 年の本県にお

ける離婚件数は 8,444件であり、その中には離婚によ

り「ひとり親」となる保護者が相当数おられると思われ、

生計維持や住居の確保、子どもの将来への影響といった、生活や子育ての問題

に悩んでいるものと想定されます。 

このような離婚に伴う問題に悩む保護者のため、名古屋市では、離婚を考えて

いるカップルや離婚後ひとり親になられた方を対象に、2020年度から開催して

きた「子どもと親のためのセミナー」を本年度から「子どものいる親のための離婚

セミナー」に改称して実施しています。 

この改称は、離婚により子どもの将来や生活再建等に思い悩む市民への情報

提供を分かりやすく周知するための工夫です。同セミナーは 7月から 12月まで

計 9回開催し、養育費や面会交流など離婚の際に取り決めることや、離婚後の生

活設計について専門家が講義するもので、定員 10名の対面形式のほか、本年度

からは定員を設けないオンラインセミナーも始めています。 

他の自治体でも同様の取組があり、離婚に伴いひとり親が直面する漠然とし

た課題が明確になり、役に立った等の感謝の声が多く寄せられています。このよ

うな取組が行われる中、本県においても、離婚により「ひとり親」となる保護者に

対する離婚前からの支援の必要性を感じます。 

そこで、知事に質問します。 

まず、本県における離婚率と離婚件数に占める未成年の子がいる夫婦の割合

 



について、直近５年間の推移は全国平均と比べどうなっているかお伺いします。 

次に、離婚により「ひとり親」となる保護者が抱えることになる子育てや経済面

などの課題と、これらの課題の解決に向けた本県の取組の状況はどのようにな

っているのか、お尋ねします。 

現在、離婚を考え、または離婚し「ひとり親」となって、様々な課題に直面して

いる方へ行政の必要な情報が適切に届いていないため、人知れず苦しみ、孤独に

悩んでいる方は多くいると思われます。 

今後、そうした方に対して、一層寄り添う支援が必要と思われますが、本県で

は、どのように情報を届け支援につなげていくのか、各自治体で実施している対

面やオンラインでの離婚セミナーの開催等、必要な情報提供を積極的に行うべき

と考えるが、知事のご所見を求めます。 

  

【服部知事の答弁】 

①本県の離婚率等の推移について 

人口動態統計によると、県における平成 30 年から令和 4 年における人口 1, 000 人当た

りの離婚率は、1.68 から 1.94 の間で推移しており、全国平均より 0.2 ポイントから 0.25

ポイント高くなっています。また、離婚件数に占める未成年の子がいる夫婦の割合は、平成

30年から令和 3年までは 60.1%から 61.6%の間で推移し、令和 4年は成人年齢が 20歳から

18歳に引き下げられたことに伴い 57%に減少しています。全国平均も県と同様の傾向で推移

していますが、県の数値が全国平均の数値よりも 3.2ポイントから 4.2ポイント高い状況に

あります。 

②離婚によりひとり親となる保護者の課題について 

県が令和３年度に実施したひとり親世帯等実態調査では、ひとり親世帯になった当時困っ

たことについて、母子父子ともに、多くの方が「さしあたりの生活費」、「子供の養育・しつ



け・教育」と回答されています。その他、母子では仕事や住宅がないこと、父子では退職・

転職を余儀なくされたことや相談相手がいなかったことに困ったとしており、ひとり親家庭

が抱える課題は多様なものとなっています。 

こうした状況を踏まえ、県では、ひとり親家庭が安心して生活できるよう、ひとり親の方

の様々な相談に対応し、個々の状況に応じた支援につなげる「福岡県ひとり親サポートセン

ター」を設置しています。 

同センターでは、養育費に関する弁護士相談、県内 4か所にある県の「子育て女性就職支

援センター」と連携した就職あっせん、市町村が実施する子どもの学習教室へのボランティ

ア派遣などを行っています。また、県が実施している児童扶養手当や生活資金に係る貸付制

度、資格取得講習費の助成、県営住宅の優遇措置など、ひとり親を対象とした支援施策の情

報を提供しています。 

さらに、ひとり親の方が仕事や子育ての合間時間に気軽に相談できるよう、昨年 5 月、

LINEによる相談窓口を開設しました。4月から 12月までの期間における電話や来所を含め

たセンター全体の相談件数は、昨年度と比較すると約 3割増加しています。 

③ひとり親に対する必要な情報の提供について 

県では、ひとり親の方が適切な支援につながれるよう、ひとり親サポートセンターについ

て、県のホームページや SNSで発信しているほか、市町村の SNSや広報誌への掲載、保育所

や市町村の子育て支援センター、病児保育施設等でのチラシの掲示などにより周知を図って

います。また、ひとり親家庭の支援施策について、ひとり親サポートセンターの AIチャッ

トボットや LINEでの発信、ひとり親家庭向けハンドブックの市町村を通じた保護者への配

布、福岡県弁護士会が主催する離婚問題を扱う弁護士向け研修での紹介と周知依頼など、き

め細かな情報提供に努めています。 

ひとり親サポートセンターでは、離婚前の方から相談があった場合は、これまでも対応し

ていましたが、昨年７月、国の補助要綱が改正され、離婚前の方もセンターの支援対象とな



ったことから、このことを、ホームページや LINE、チラシなどで案内するとともに、離婚前

の方の相談、支援にしっかり対応してまいります。 


